
  

（単位：千円） 

事 業 名 ２０年度当初 １９年度当初 内 容 

【プロ】 

ＮＰＯとの協働推進事

業費 

3,901 3,938

 

ＮＰＯと行政との協働を推進するため、多くのＮＰＯが協働に

参画できる仕組みづくりを実施 

・（拡充）ＮＰＯリーダー養成研修の開催（2ヶ所） 

・（拡充）協働化促進等の施策を検討 

（新） 

男女共同参画フォーラ

ムin長崎開催費 

2,115 0

 

男女共同参画社会づくりに向け気運の醸成及び各分野の連携強

化を図るため、内閣府及びＮＰＯ等からなる実行委員会との共

催でフォーラムを開催 

 ・基調講演 

・分科会 

 

中国帰国者等援護事業

費 

12,514 5,191

 

中国帰国者及びその家族に対する生活支援 

 ・日本語学習支援等の地域における生活支援事業を実施 

・（新）生活支援給付金（仮称）の支給 

・負担割合：国3/4、県又は市1/4 

障害者就労支援対策 108,134 63,431

 

障害者就労支援事業

費 

9.579 19,714

 

施設入所障害者の一般就労、施設における工賃倍増の支援 

＜一般就労支援＞ 

・（新）施設職員への専門研修、知的障害者の県臨時職員雇用

＜工賃倍増支援＞ 

・（新）授産製品周知の広報事業、施設の能力向上のための

経営セミナー・相談会、企業と施設のマッチング 

 

障害者就業生活支援

事業費 

15,577 10,717

 

 就職や職場への定着が困難な障害者等に就業・日常生活等の支援

 ・（拡充）障害者就業・生活支援センターの増 

（2箇所→3箇所） 

 

新法移行支援事業費 58,000 33,000

 

・県内8圏域における就労支援ネットワークの構築 

・（拡充）職場実習生の受け入れを行う企業へ設備導入費等を

助成 

 

 

新法施行円滑化緊急

支援事業費 

24,978 0

 

・（新）施設が行う企業内訓練等の施設外就労支援への助成 

・（新）施設外就労訓練等により就労に結びついた場合に、 

支援を行った施設に対して助成 

【プロ】 

精神障害者地域移行支

援特別対策事業費 

15,281 11,940

 

精神障害者の退院促進の支援 

・（拡充）退院訓練の対象を県下全病院に拡大 

・（新）退院促進に関するコーディネーターを配置 

・（新）退院促進のためのグループホーム等体験入居の実施

 

高次脳機能障害支援普

及事業費 

4,462 3,070

 

高次脳機能障害者に対する支援体制の整備 

 ・長崎こども・女性・障害者支援センターにおいて、医師に

よる検査・診断や支援スタッフによる日常生活・就労など

の相談支援の実施 

 ・（新）長崎こども・女性・障害者支援センターでの自立生

活及び就労に向けた通所訓練の実施 

 

障害者就業・生活支援

センター事業促進費 

［再掲］ 

7,474 4,033

 

県内２箇所に設置の障害者就業・生活支援センターを、長崎圏

域、県南圏域に新たに設置し、運営費を助成 

（注）事業名欄中【プロ】は重点施策推進プログラム事業 
 



  

（単位：千円） 

事 業 名 ２０年度当初 １９年度当初 内 容 

 

県民参加の地域づくり事

業費 

18,537 19,245

 

道路、河川、海岸、港湾、漁港、都市公園、砂防公園で清掃・

美化活動を行う住民団体を登録し、活動を支援 

 

みんなのふるさとふれあ

い事業費 

500,000 500,000

 

地域住民と連携しながら、子供たちと大人が共に自然などにふ

れあい、遊び、学べる環境の整備又は再生 

・河川や海岸における、水に親しむための階段、護岸、散策

路等の環境整備 

・地域住民の清掃活動等を支援するための、簡易ゴミ集積施

設等の整備 

 

ながさき県民大学事業費     15,464 14,349

 

「ながさき県民大学」事業において、「団塊の世代」向け講座

を実施 

 ・（新）商店街店舗、公民館等において、団塊の世代向け講

座を実施                 3,365

 
（注）事業名欄中【プロ】は重点施策推進プログラム事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  

◎ その他 
 

（単位：千円） 

事 業 名 ２０年度当初 １９年度当初 内 容 

（新） 

ふるさと納税推進対策費 1,850 0

 

ふるさと納税を推進するための広報、ＰＲ経費等 

【プロ】 

電子県庁推進事業費 421,973 547,036

 

・電子申請や、事務の電子化に係る基盤の整備・運用 

・平成２４年度の汎用機廃止（ダウンサイジング）に向けたシ

ステムの再開発 

（新） 

ブロードバンド整備促進

モデル事業費 

15,000 0

 

ブロードバンドサービスの提供が見込めない地区を有する市町

に対して整備費用の一部を助成し、条件不利地域でのブロード

バンド整備を促進するため必要な条件及び効果等を検証 

 ・補助率 県1/3 市町1/3 民間事業者1/3 

（新） 

カネミ油症患者健康実態

調査事業費 

77,976 0

 

カネミ油症患者の健康実態調査等の実施 

（新）【プロ】 

廃焼却炉解体支援事業

費 

39,120 0

 

財政状況が厳しい市町等が設置した廃焼却炉の解体経費に対す

る助成 

・補助対象 市町等（財政力指数：0.42以下） 

・補助率  11/60（国庫補助対象事業） 

12/60（国庫補助対象外事業） 

（新） 

栽培漁業経営安定化資

金 

120,000 0

 

(株)長崎県漁業公社が実施する経営安定化対策に必要な資金を

融資 

・融資条件 長期（県直接貸付） 

（新）【プロ】 

堆肥広域流通モデル事

業費［再掲］ 

31,164 0

 

堆肥ヘルパー組織をモデル的に育成し、島原半島等の畜産地帯

における滞留堆肥の広域流通や利活用を促進 

・モデル実施に必要な施設等整備に対する補助    30,876

・負担割合 県1/2、実施主体1/2 

 

土木施設維持補修計画

策定事業費 

50,300 34,000

 

土木施設の適切な維持管理による長命化や、ライフサイクルコ

ストを縮減するための維持補修計画の策定、維持管理システム

の構築 

（新）【プロ】 

島原港ヤギ・羊エコ事業

費 

 

4,000

 

0

 

島原海浜公園において、ヤギ・羊を活用して除草等を行う新し

い維持管理の取組の実施 

（新）【プロ】 

県立総合運動公園国体

整備事業費 

 

133,901 0

 

第６９回国民体育大会のメイン会場としての県立総合運動公園

陸上競技場及び関連施設の整備 

・第１種陸上競技場、Ｊリーグサッカー、ユニバーサルデザ

イン対応 

・概算工事費  約96億円 

・H20～21年度 基本計画、基本設計、実施設計等 

・H22～24年度 施設等整備 

 
（注）事業名欄中【プロ】は重点施策推進プログラム事業 

 
 



  

（単位：千円） 

事 業 名 ２０年度当初 １９年度当初 内 容 

 

公共事業費 

 

95,483,195 98,139,405

 

・都 市 公 園 整 備 事 業                649,000

・下 水 道 事 業                485,200

・道 路 橋 梁 街 路 事 業               41,006,790

・港 湾 事 業                8,052,691

・河 川 砂 防 事 業                 11,339,927

・ダ ム 建 設 事 業                  1,028,700

・住 宅 市 街 地 事 業                   2,698,004

・農 業 農 村 整 備 事 業                  7,155,126

・造 林 林 道 治 山 事 業                    5,864,818

・漁 場 整 備 事 業                  4,421,491

・漁 港 事 業            12,502,876

・情報通信格差是正事業                        68,572

・新 幹 線 整 備 事 業                        210,000

 

国直轄事業負担金 15,738,035 10,142,115

 

・道 路 橋 梁 事 業              5,758,836

・港 湾 空 港 事 業                  544,600

・河 川 砂 防 事 業                 1,006,111

・ダ ム 建 設 事 業                   63,720

・農 業 農 村 整 備 事 業                       138,548

・干 拓 事 業                     8,226,220

 
（注）事業名欄中【プロ】は重点施策推進プログラム事業 

 
 


